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自然生態系を基盤とする防災減災推進費

事業イメージ

請負事業

生態系を活用した気候変動への適応や防災・減災等の手法は、地域社会におい
て自然環境と経済及び社会の統合的向上を図る重要な手段である。
令和元年東日本台風の被災地では、例えばラムサール条約湿地である渡良瀬遊

水地で貯水機能が発揮され、首都圏の洪水被害防止に貢献するなど、生態系が有
する防災・減災の機能に注目が集まっている。本事業では、かつての氾濫原や湿
地を再生し、流域全体での遊水機能を強化することによる防災・減災の手法につ
いてその有効性を検証し、地域における実装を進める。

〔事業内容〕
①生態系機能ポテンシャルマップ（旧湿地・氾濫原を湿地・氾濫原等に戻した場
合の保水力や生物多様性保全効果の評価）の作成方法の高度化検討、②マップ作
成流域におけるマップ活用に向けた合意形成促進・計画策定支援、③技術的な情
報をまとめた自治体職員向けの技術的手引きの策定、情報発信

以下の取組を実践するための手引きを作成し、流域全体での遊水機能強化による防災・減災対策の社会実装を図る。

①流域単位での自然生態系が持つ防災・減災機能を検証し、その活用に向けた具体的方策を提示する。

②生態系機能ポテンシャルマップ等、流域単位での防災・減災と地域の生態系保全を念頭においた自然調和型の地域づ

くりに資する材料を提供する。

流域の遊水機能を強化するなど、自然生態系を基盤とした気候変動への適応や防災・減災を進めます。

【令和４年度要求額 80百万円（80百万円）】

民間事業者・団体／研究機関等

令和２年度～4年度

環境省 自然環境局 自然環境計画課 生物多様性戦略推進室 電話：０３－５５２１－８２７３

■請負先

国土交通省関東地方整備局

利根川上流河川事務所

R2 生態系を基盤とした取組の基礎調査・事例収集

R4 手引きの作成・情報発信による自治体の自走支援

R3-4 マップ作成流域における

合意形成促進・計画策定支援（事例づくり）

R2-4 生態系機能

ポテンシャルマップ

の作成方法の検討

生態系を基盤とする防災・減災の実装


